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委託業務名 篠路破砕工場　計量及び徴収業務

札幌市環境局環境事業部　白石清掃工場
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篠路破砕工場 計量及び徴収業務仕様書 

 

１ 適用 

本仕様書は、札幌市が設置した清掃工場等が受け入れる廃棄物（以下「ご

み」という。）の、計量及び処理手数料等の公金徴収業務を適正に行うこと

を目的とする計量及び徴収業務委託の実施について適用する。 

 

２ 業務名 

篠路破砕工場計量及び徴収業務 

 

３ 業務履行場所 

札幌市環境局環境事業部篠路破砕工場 計量所 

札幌市北区篠路町福移 153 番地 

 

４ 業務期間 

令和 4 年 4 月 1 日から令和 7 年 3 月 31 日まで 

 

５ 業務の範囲 

（１） 札幌市が設置した処理施設において受入れるごみを、札幌市廃棄物の

減量及び処理に関する条例（以下「条例」という。）、札幌市廃棄物の減

量及び処理に関する条例施行規則（以下「規則」という。）及び札幌市

自己搬入ごみ取扱要綱（以下「要綱」という。）、並びに個人情報の保護

に関する法律、札幌市個人情報保護条例及び札幌市個人情報保護条例

施行規則に基づき、適正に受け付け、適否を確認・説明し、計量する業

務 

（２） 必要に応じ、条例・規則・要綱で定めた処理手数料等を調定し、徴収す

る業務 

（３） 徴収した処理手数料等を、翌日までに指定金融機関等に払い込み、札幌
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市会計規則に基づく収納管理を行う業務 

（４） 業務に係る定例及び随時報告 

（５） 貸与機器の調整、簡易故障対応 

（６） 札幌市より依頼する、環境行政に関わる啓発品等の配布 

（７） 業務の履行において得られる、各種対応についてのデータ化並びに要

領（マニュアル）作成 

 

６ 委託者権限の分担 

委託者（札幌市）が取扱う業務のうち、履行場所における業務指示や協議、

立会、履行状況の確認等の業務権限については、別途発注業務である「ご

み資源化工場ほか施設管理業務」受託者（以下「施設管理業務受託者」と

いう。）に委託していることから、受託者は札幌市からの指示と同様に、施

設管理業務受託者の指示に従い本業務を履行すること。 

 

７ 受付予定件数等 

（１） 年間受付予定件数    ２８,５００件 

市有車及び一般廃棄物収集運搬許可業者（以下「許可業者」とい

う。）除く） 

（２） 日平均            １００件（市有車及び許可業者除く） 

（３） 一日最大受付予定件数     ３１０件（市有車及び許可業者除く） 

（４） 一時間当たり最大受付予定件数 ６０件（市有車及び許可業者除く） 

 

８ 業務履行日及び履行時間 

（１） 業務履行日は、日曜日、１月１、２、３日を除く毎日とする。 

（２） 業務履行時間は、８時 45 分～16 時 15 分までとする。 

（３） 札幌市が必要と認めるときは、（１）の日及び（２）に示す時間を超え、

延長業務を指示することがある。 

（４） 上記（３）は札幌市の本業務管理担当職員（以下「業務管理担当職員」
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という。）が特記仕様書により指示する。 

 

９ 施設概要 

（１） 計量棟：鉄筋コンクリート造り（32.18 ㎡） 

（２） 計量器：トラックスケール（30ton×１基、25ton×２基） 

（３） その他付帯設備一式 

 

１０ 業務管理体制の確立及び準備 

受託者は、契約図書に適合する業務を円滑に完了させるため、業務管理体

制を確立すること。 

（１） 業務責任者の選任 

現場統括者並びに指揮監督者としての業務責任者を定め、業務責任者

選任届を札幌市が示す期日までに提出すること。 

（２） 配置前研修及び資料提出 

ア 受託者は、業務責任者を選任後、以下に示す内容について配置前研修

を実施すること。 

(ア) 本業務に係る５（１）（２）（３）で札幌市が示す関係法令等 

(イ) 12（３）に示す責務 

(ウ) 後段22に示す貸与資料、機器内容 

車両受付システム操作手順の習得 

(エ) 市民対応に不可欠な接遇 

イ 配置前研修において使用した資料(写)並びに被選任業務責任者本人

筆記の受講記録（写）を札幌市が示す期日までに提出すること。 

（３） 受託者は、業務責任者と、後段19（３）に示す、業務期間中並びに本業

務の契約終了後及び退職後においても有効な、個人情報や本業務で知

り得た情報の漏えい及び目的外利用を禁じた誓約書を交わし、その写

しを札幌市が示す期日までに提出すること。 

（４） パーソナルコンピュータ操作条件 
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ア 貸与する車両受付システムが導入されているパーソナルコンピュー

タの最低限の機器操作(基本操作としての終了・起動・再起動並びに

テンキー入力・確定操作・マウス操作)ができる経験者、または習得し

た者 

イ システムトラブル時に連絡する、「清掃工場車両受付システム及びご

み処理管理システム保守業務」受託者からの電話指示に従い、機器操

作ができる者 

（５） 上記（２）（３）（４）については、業務責任者を変更した場合も同様と

する。 

（６） 業務副責任者の選任 

ア 受託者は、業務責任者を常に補佐し、業務責任者に事故があるときま

たは休務時にその職務の代理者となり得る業務副責任者を選任し、業

務副責任者選任届を札幌市が示す期日までに提出すること。 

イ 配置前研修及び資料(写)提出並びに変更時の取扱いについては（２）、

（３）、（４）、（５）を準用する。この場合において（２）、（３）、（４）、

（５）中「責任者」とあるのは、「副責任者」と読み替えるものとす

る。 

 

１１ 業務履行体制の準備及び構築 

受託者は、業務を円滑に履行するため、契約後、速やかに必要かつ十分な

人員を選任したうえで業務量の変動に応じ、効果的並びに効率的な業務履

行が可能な体制を構築すること。 

（１） 業務従事者の選任受託者は、業務従事者を定め、業務責任者、業務副責

任者を併記した業務従事者名簿を札幌市が示す期日までに届け出るこ

と。 

（２） 配置前研修及び資料（写）提出並びに変更時の取扱い 

配置前研修及び資料（写）提出については、10（２）、（３）、（４）、（５）

を準用する。この場合において、10（２）、（３）、（４）、（５）中「責任
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者」とあるのは、「業務従事者」と読み替えるものとする。なお、10（２）

ア（イ）は除く。 

 

１２ 業務管理 

（１） 業務責任者の配置及び責務 

受託者は、業務責任者を、４並びに 8（１）（２）で示す期間及び時間

内に１ポスト配置させること。なお、業務責任者が不在の場合は、業務

副責任者を１ポスト以上配置させること。ただし、8（３）に示す延長

業務時間並びに業務管理担当職員が通知するごみ受入停止期間はこの

限りではない。 

（２） 業務責任者の配置条件 

（１）及び 10（２）（３）（４）を全て満たし、速やかにかつ適切に業

務履行できる者。 

（３） 業務責任者の責務 

ア 処理手数料業務に係る、徴収金の管理、検査及び払込みの確認。 

イ 業務管理担当職員からの、連絡、指示に係る速やかな対応の確保。 

ウ 業務履行に係る報告、業務管理担当職員との連絡・調整、協議等の一

切の責任を負い、記録作成を行う。 

エ 計量業務に係る、人為的過誤を含む記録の修正、削除並びに設備の故

障時等の業務管理担当職員、並びに札幌市閉庁時における車両受付シ

ステム保守業務受託者への速やかな連絡調整及び業務従事者への適

切な指示。 

オ 業務従事者に対する、搬入する市民への公正、明朗、懇切丁寧な応対

及び業務の迅速かつ正確な取扱いの指導、随時訓練の実施。 

カ 火災防止及び火災発生時の初期対応並びに業務管理担当職員への速

やかな連絡。 

キ 業務管理担当職員が別途通知する、施設内防火・防災訓練への協力。 

ク 受託者と連絡を密に取り、配置ポストについて、搬入件数、混雑状況
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を常に把握し、後段 14（１）アで札幌市の了承を得た業務従事者を、

休憩時間等に係る労働基準法等を遵守しつつ柔軟に配置換えし、円滑

かつ高度な業務の履行を確保すること。 

ケ 後段 19 に示す取扱いの現場統括管理並びに 19（４）に示す業務従事

者が持ち込む情報端末等の使用管理。 

コ 業務責任者は業務従事者を兼ねることができる。 

（４） 業務副責任者の配置及び責務 

ア 受託者は、10（６）により選任した業務副責任者を、４並びに8（１）

（２）で示す期間及び時間内に１ポスト以上配置させること。ただし、

業務責任者が配置されている場合はこの限りではない。 

イ 配置条件 

業務副責任者の配置条件は、12（２）を準用する。この場合、「業務

責任者」を「業務副責任者」と読み替えるものとする。 

ウ 業務副責任者は業務従事者を兼ねることができる。 

エ ア、イ、ウについて、業務副責任者を変更した場合も同様とする。 

 

１３ 業務従事者の配置及び責務 

（１） 受託者は、業務の円滑かつ高度な履行を確保するため、業務責任者及び

業務副責任者（以下「責任者等」という。) の指示に従い業務遂行する

業務従事者を配置すること。 

（２） 業務従事者の配置条件 

業務従事者の配置条件は、12（２）を準用する。この場合、「業務責任

者」を「業務従事者」と読み替えるものとする。なお、10（２）ア（イ）

は除く。 

（３） （１）（２）について、業務従事者を変更した場合も同様とする。 

 

１４ 月次勤務体制表の立案並びに適正配置 

受託者は、業務の円滑かつ高度な履行を確保するため、札幌市から別途示
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される各年度清掃工場定期整備日程表（以下「日程表」という。）並びに前

年度搬入件数実績（以下「実績」という。）を勘案し、業務従事者を配置す

ること。 

（１） 業務従事者月次勤務体制表の立案、提出 

ア 受託者は、日程表並びに実績を元に繁忙期間を勘案した「業務従事者

月次勤務体制表（別紙８－１）」。（以下「勤務体制表」という。）を立

案作製後、札幌市が示す期日までに提出し了承を得ること。 

イ 勤務体制表の立案については、５（１）（２）のポストに加え、混雑時

の対応 15（９）に示すポストが、感染症等による欠員並びに休憩時間

等による空席とならないよう労働基準法等の遵守並びに従事者の健

康管理に留意のうえ、配置計画を適宜調整し、適正に配置すること。 

（２） 受託者は、業務責任者と密に連絡を取り、12（３）クに示す業務従事者

の配置に係る調整を指示し、高度な業務の履行を確保すること。 

 

１５ 業務内容 

本業務は、札幌市が所有する車両受付システム及び計量器等により以下の

とおり実施する。 

（１） ごみの受入期間 

４に示す期間及び 8（１）に示す日とする。ただし、12（１）ただし書

き中、及びごみの受入停止期間を除く。 

（２） 受入時間 

９時 00 分～16 時 00 分 

ただし、8（３）に示す時間は業務管理担当職員が別途指示する。 

（３） 廃棄物の受入基準の適否に係る確認及び指示 

ア 要綱第４条第４号に基づき、処理施設へごみを自己搬入する場合、搬

入者から「ごみ搬入申込書(様式 10)、（様式 11）」の提示を求め、記

載内容を確認し、受入の適否を確認する。 

この場合、要綱第９条第２項に定める納入通知書により徴収するもの
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のうち、同項第２号～５号に該当する搬入者についても同様にごみ搬

入申込書の提示を求めること。 

イ 処理施設に搬入されるごみは、規則第 18 条に規定される基準に適合

していること。なお、不適物については受入不可であることを説明す

ること。 

ウ 産業廃棄物の種類及び量は、条例第 39 条に基づき告示されているも

のであること。 

エ 上記「ごみ搬入申込書」を持参する搬入者のほか、札幌市が発行する

「ごみ受入指示書(様式 12)」を持参した搬入者についても、重量計算

については同様とする。なお、処理手数料は別扱いとする。 

（４） 重量の計算方法 

重量の計算は、要綱第７条に定めるもののうち、以下の方法とする。 

ア 往復計量 ： 往路、復路で計算し、その差を搬入量とする。 

イ 往路計量 ： あらかじめ車両重量が登録された搬入車両の計量。 

（５） 計量時の注意 

ア 往復計量（通常計量）（４）アについて、搬入時及び退出時に車両を正

確に計量器上へ誘導し、先行車両の進行、後続車両の計量器枠外の停

止を確認した後、重量確定すること。 

イ （４）イ往路計量もアと同じ取扱いとする。 

（６） 施設内ごみ投棄場所への進入指示 

ごみ搬入申込書の記載内容が適合と確認し、重量計測した後に、施設

内の投棄場所及びごみ搬入申込書を搬入指導員に提出することを併せ

て指示する。 

（７） 処理手数料等の徴収 

ア 処理手数料等の額は、条例第46条別表１及び第48条別表２に定める

額とする。 

イ 処理手数料等の徴収方法は、要綱第９条による。 

（８） 記録の修正、削除の取扱い 
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業務の履行において、搬入記録の修正、削除が必要となった場合は、

その都度業務管理担当職員に連絡し、内容の説明を行い承諾を得るこ

と。 

ただし土曜、休日の対応についてはより厳正な処理をし、詳細報告は

事後とする。 

（９） 混雑時の対応 

ア 業務履行開始前に札幌市より示す施設の構造的特徴、投棄場所の受入体

制並びに進入、退出形態を把握し、搬入車両の安全確保を図りつつ円滑

かつ丁寧な指示を行うこと。 

イ 「ごみ搬入申込書(様式10)、（様式11）」の事前配布及び記入方法等

の説明並びに確認を、（１）～（７）の業務ポストに加え適宜従事者

を配置し実施すること。 

（１０） 業務履行環境の整備 

計量所内及び周辺は清潔に保ち、計量器上の清掃、除雪等、環境整備

に努めること。 

（１１） 延長業務 

ア 受託者は、業務の範囲内において、業務管理担当職員が別途指示す

る15（２）ただし書きに示す業務を受けるものとし、業務従事者の

配置を行うこと。 

イ 延長業務詳細は、特記仕様書による。 

 

１６ 処理手数料等徴収業務の取扱い 

（１） 公金徴収受託者登録及び受託者証 

ア 受託者は、業務履行開始と同時に札幌市の公金徴収受託者として登

録されることから、その責務を十分に認識し、常に正確な業務を行

うこと。 

イ 受託者は、履行開始日から契約最終日まで、札幌市が発行する公金

徴収受託者証を、搬入者の見やすい場所に常時掲示すること。 
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（２） 現金徴収による取扱い 

ア 処理手数料等の説明処理手数料等は、要綱第９条第２項に該当する

者を除き、条例第 46 条別表１及び第 48 条別表２に定める額を現金

徴収となることを自己搬入者に必ず伝えること。 

イ 領収書の交付 

(ア) 処理手数料等を収納したときは、「計算書兼領収書（様式１）」

を交付すること。 

(イ) 「計算書兼領収書（様式１）」の再発行は認めない。ただし、

業務管理担当者の指示による場合はこの限りではない。 

ウ 現金納入者から領収印を請求された場合、次の領収年月日・公金徴

収受託者名等の刻印された日付印を「計算書兼領収書（様式１）」へ

押印すること。 

≪領収印≫ 直径 3 ㎝位 

 

 

 

 

 

 

エ 収納金は確実に取り扱うとともに、頁番号の入っている「現金出納

簿（様式２）」を備え、その取扱う現金の出納状態を明確にしておく

こと。 

オ 収入状況報告書と突合した後、収納金は受託者の責任の下、厳重に

管理・保管し、最寄りの札幌市指定金融機関等（以下「金融機関」

という。）へ、翌日（金融機関の休業日にあたるときは、その翌営業

日)までに、徴収等受託者番号を記入した「現金払込書・領収書（収

入原符なし）（様式３-１枚目）」により払い込むこと。 

カ 収納金の、業務履行場所での夜間保管は厳に認めない。 

札 幌 市 

公金業務受託者 

 年  月  日 

領 収 

○○株式会社 
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キ 収納金は、払い込み完了まで常に複数名で取り扱うこと。 

ク 指定金融機関等から交付を受けた「現金払込書・領収書（収入原符

なし）（様式３-１枚目）」は、受託者において保管すること。 

ケ 受託者は、翌日までに収納金に係る「収入状況報告書（別紙１）」を

作成し、札幌市に提出すること。その場合、「現金払込書・領収書

（収入原符なし）（様式３-１枚目）」の提示をし、業務管理担当職員

の確認を受けること。 

コ 受託者は、後日、札幌市から送付される「現金払込済通知書（収入

原符なし）（様式３-３枚目）」と収入原符整理済一覧表を受領し、

「調定簿兼収入原簿（様式４）」に次の消込印及び業務担当者の認印

を押印し、更に「現金払込済通知書（収入原符なし）（様式３-３枚

目）」にも、当該担当者の認印を押印のうえ、受託者において保管す

る。 

≪消込印≫ 

 

 

サ 受託者は「現金出納簿（様式２）」、「調定簿兼収入原簿（様式

４）」及び「現金払込済通知書（収入原符なし）（様式３-３枚

目）」について、毎月１回以上札幌市の検査を受けること。 

（３） 受託者の責による収納金に係る事故等の一切については、受託者の負

担において処理する。 

（４） 現金以外の取扱（要綱第９条第２項関係） 

ア 予め札幌市が付与するコードを持つ、許可業者、月締後納者及び随時

後納者が搬入する場合は、コードを確認し、「許可業者調定簿（様式

５）」、「月締後納者調定簿（様式６）」、「随時後納者調定簿（様式７）」

により調定を行うこと。 

イ コードは付与しているが、札幌市が交付する登録カードを持たない官

公庁については、未納整理票の記載を求め、必ずコードを記入させ、

 年 月 日 

消込者印 
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納人氏名・住所等と付与コード内容が一致しているか確認し、正しく

調定すること。 

ウ コードを付与されていない随時後納者は、搬入者に対し身分を証明す

る書類（名刺等）の提示とともに「後納者未納整理票（様式８）」に次

の事項の記載を求め、「随時後納者調定簿（様式７）」を作成すること。 

(ア) 搬入者（事業所）名及び代表者氏名（希望の場合は納人氏名） 

(イ) 住所 

(ウ) 電話番号 

(エ) 車両登録番号 

(オ) 搬入担当者（運転者等）氏名（提示を求めた身分を証明するもの

と同一を確認する。） 

(カ) 納入通知書送付先住所（住所指定の場合） 

(キ) 随時後納者のうち、札幌市の各部局が搬入する場合における納人

（代表者）が以下のとおりであるかを確認し、未記載は記載を求

めること。 

a 企業会計 

(a) 交通局    交通事業管理者（交通局長） 

(b) 市立札幌病院 病院事業管理者（病院局長） 

(c) 水道局    水道事業管理者（水道局長） 

b ａ以外の市長部局 札幌市長 

エ アの各調定簿及びイの「後納者未納整理票（様式８）」を基に、収入状

況報告書（日報・別紙１。現金収入分含む）を作成し、翌日（札幌市

の休業日の場合はその翌就業日）に札幌市へ提出し、業務管理担当職

員の受領兼確認印を受け、その写しを受領し保管すること。 

オ アの「随時後納者調定簿（様式７）」及びイの未納整理票は、翌日（札

幌市の休業日の場合は、その翌就業日）に札幌市へ提出し、業務管理

担当職員の受領兼確認印を受け、その写しを受領し保管すること。 
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カ 受託者は１か月の収入状況等を集計し、「収入状況報告書（月報・別

紙２）」、「許可業者調定簿（様式５）」、「月締後納者調定簿（様式６）」

を作成した後、「現金出納簿（様式２）」、「調定簿兼収入原簿（様式４）」

を添え、翌月第１日（札幌市の休業日の場合は、その翌就業日）に札

幌市へ提出すること。 

「現金出納簿（様式２）」、「調定簿兼収入原簿（様式４）」は業務管理

担当職員の検印を受け、「収入状況報告書(月報・別紙２)」並びに各調

定簿については、受領兼確認印を受け、その写しを受領し保管するこ

と。 

 

１７ 受入停止期間中の業務 

（１） ごみ受入停止期間中においては、他施設への案内業務のため、業務従

事者を１計量所につき１ポスト以上配置すること。 

（２） 12（１）ただし書きに示す通知に基づき、丁寧かつ的確に札幌市の他搬入

施設を案内すること。 

 

１８ その他の取扱 

（１） 札幌市の別途指示により受入する場合は、搬入者名、車輌登録番号及

び指示者名を「受付業務履歴（別紙３）」の備考欄に明記すること。 

（２） 札幌市の発行する「ごみ受入指示書（様式 12）」により受入する場合は、

当該指示書の有効性を確認するとともに指示書番号、搬入者名、車輌

登録番号及び発行課名を、前号で示す用紙の備考欄に明記すること。 

（３） 産業廃棄物管理票（マニフェスト）による搬入者から、搬入証明を求め

られた場合は、「産業廃棄物管理票（マニフェスト）取扱要領（別紙４）」

に基づき、所定の箇所に次の印を押印し、Ｃ１票を抜き取り、他を返付

すること。なお、Ｃ１票は計量所において１年間保管し、各年度終了

後、速やかに札幌市へ引継ぐこと。 
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≪搬入証明印≫ 

 

 

 

（４） 条例第 39 条第 1 項及び第 2 項に基づく産業廃棄物の搬入に際しては、

循環税導入に伴う「計量所対応マニュアル（別紙５）」を参照して対応

すること。 

 

１９ 守秘義務及び個人情報の取扱い 

（１） 受託者は、本業務の実施に当たり、「個人情報の保護に関する法律」（平

成 15 年 5 月 30 日法律第 57 号）及び「札幌市個人情報保護条例」（平

成 16 年 10 月 4 日札幌市条例第 35 号）並びに「札幌市個人情報保護

条例施行規則」（平成 17 年 3 月 3 日規則第 7 号）を遵守すること。 

（２） 個人情報を記録した文書等の取扱い 

本業務で取扱う個人情報等を記録した「ごみ搬入申込書（様式 10）、（様

式 11）」「ごみ受入指示書（様式 12）」等（以下「記入済申込書等」と

いう。）の複写等を禁止する。 

ア 受託者は、記入済申込書等について、漏えい、紛失、毀損等が発生し

ないよう必要な措置を講じること。 

イ 受託者は、札幌市が指示する場合を除き、記入済申込書等の全部また

は一部の複写複製等を行ってはならない。また、複写複製等を防止す

るため必要な措置を講じること。 

(ア) 搬入時に提示された記入済申込書等の複写・撮影並びに内容のメ

モランダムはこれを一切禁ずる。 

(イ) 記入済申込書等の計量所内保管、計量所外への持ち出しは、これ

を一切禁ずる。 

ウ 受託者は、本業務で取扱う個人情報等について、第三者に漏えい及び

開示、並びに目的外利用を行ってはならない。なお、上記の取扱いは

札幌市篠路破砕工場 

 年  月  日 
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本業務が終了（解除の場合を含む）した後においても同様とする。 

（３） 個人情報取扱に係る誓約書の提出 

受託者は、責任者等並びに業務従事者と、本委託業務の契約終了後及

び退職後においても有効な、個人情報や機密情報の漏えい及び目的外

利用を禁じた誓約書を交わし、その写しを札幌市が示す期日までに提

出すること。 

なお、業務開始後に、責任者等並びに業務従事者を新たに雇用した場

合には、その都度、速やかに上記誓約書の写しを札幌市へ提出するこ

と。 

（４） 情報機器等の持込み制限 

受託者は、責任者等並びに業務従事者に関わらず情報端末（携帯電話、

スマートフォン、デスクトップＰＣ、ノートＰＣ、タブレットＰＣ及び

プリンタ等の周辺機器を含む）及び記録媒体（ＵＳＢメモリ等）（以下

「情報端末等」という。）の持ち込みを禁止する。 

ただし、以下についてはこれを認める。 

ア 責任者等が札幌市及び受託者の本部への報告業務や業務従事者への

連絡調整等のため計量所内に持ち込む場合には、機器名、仕様、用途

等を報告のうえ、事前に札幌市の許可を得ることとする。 

イ 業務従事者の私用情報端末等については、緊急時等の連絡用として、

施錠できる金庫、ボックス等に保管する場合は札幌市の許可を得るこ

ととする。 

（５） 受託者は、許可を得て持ち込んだ情報端末等を、札幌市のネットワー

クに接続することを禁止する。 

（６） 受託者は、情報端末等の保管場所、使用場所等については札幌市と協

議のうえ決定すること。 

 

２０ 提出図書 

（１） 契約時提出義務（ただし、業務履行開始２１日前まで） 
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業務責任者選任届              ・・・・別紙７ 

（２） 業務履行開始14日前まで 

ア 業務副責任者選任届           ・・・・別紙７－１ 

イ 業務従事者名簿(業務責任者等含む)       ・・・・別紙８ 

（３） 業務履行開始５日前まで 

ア 業務従事者月次勤務体制表         ・・・・別紙８－１ 

イ 業務従事者配置計画書          ・・・・別紙８－２ 

ウ 10（２）に示す配置前研修内容資料（写）及び誓約書写  

      ・・・・様式任意 

エ 持込予定事務機器に係る承認申込書（情報端末等含む）   

            ・・・・様式任意 

（４） 業務着手時提出義務 

ア 業務着手届 

イ 緊急連絡体制表                       ・・・・様式任意 

ウ 貸与物品明細表                      ・・・・様式任意 

（５） 毎日作成報告義務（翌日提出するもの。提出当日が札幌市の休業日にあ

たるときは、その翌就業日とする） 

ア 収入状況報告書（別紙１） ・・・・車両受付システム電算出力帳票 

イ 受付業務履歴 （別紙３） ・・・・車両受付システム電算出力連続

帳票搬入履歴修正・削除記録部分はマーキングし、備考または余白欄

に簡易内容記載すること。 

ウ 業務日報（別紙６） 

(ア) 日報様式の履行・点検全項目について、チェック、数量記入する

こと。 

(イ) 備考欄に、修正・削除記録の詳細理由、処理結果のほか、重要事

項記載をすること。 

エ 現金払込書（様式３）の提示 

（６）  随時作成報告義務（事案発生の翌日提出するもの。札幌市の休業日に



17 

 

あたるときは、その翌就業日） 

ア 随時後納者調定簿（様式７）・・・・車両受付システム電算出力帳票  

コードが付与されていない後納者については、住所・納人等を記載す

ること。 

イ 後納者未納整理票（様式８） 

ウ 延長業務指示書（様式９）に基づく受託者完了報告 

（７） 業務責任者・業務副責任者・業務従事者変更時（配置14日前まで） 

ア 業務責任者変更届出書          ・・・・別紙９ 

イ 業務副責任者変更届出書      ・・・・別紙９―１ 

ウ 業務従事者変更届出書       ・・・・別紙９－２ 

エ 業務従事者名簿(業務責任者等含む)    ・・・・別紙８ 

（８） 業務責任者・業務副責任者・業務従事者変更時（配置３日前まで） 

ア 業務従事者月次勤務体制表(月途中分)    ・・・・別紙８－１ 

イ 業務従事者配置計画書       ・・・・別紙８－２ 

ウ 10（２）に示す配置前研修内容資料（写）及び誓約書写  

     ・・・・様式任意 

（９） 例月作成報告義務（毎月第一日に提出するもの。札幌市の休業日にあた

るときは、その翌就業日とする） 

ア 許可業者調定簿（様式５）  ・・・・車両受付システム電算出

力帳票 

イ 月締後納者調定簿（様式６） ・・・・車両受付システム電算出

力帳票 

ウ 業務完了届 

エ 収入状況報告書（月報・別紙２） ・・・・車両受付システム電算出

力帳票  

オ 現金出納簿 

カ 業務従事者月次勤務体制表（業務責任者・副責任者含む・別紙８―１） 

キ 調定簿兼収入原簿        ・・・・様式４ 
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（１０） 28（３）に示す文書 

ア 28（３）イに示す期限毎 

イ 28（３）ウに示す期限迄 

（１１） 業務引継に係る履行報告書（業務期間満了日前の札幌市が示す日） 

（１２） 労働社会保険諸法令遵守状況確認に係る、札幌市が求める書類（後段

35による） 

 

２１ 受託者の負担範囲 

受託者の負担の範囲は次による。 

（１） 受託者の雇用・配置前研修に係る一切の経費 

（２） 文具等の事務消耗品 

（３） 札幌市が支給する用紙以外の全ての紙類 

（４） 業務の実施に必要な制服、名札等 

（５） 本仕様書で定める各種印に係る経費 

（６） 徴収済現金の払込み業務の実施に必要な経費 

（７） 明らかに受託者の責による、後段22、23に示す設備等の破損、汚損に

係る原状復帰経費。 

（８） 業務の引継ぎに係る経費 

（９） 19（４）で札幌市が認めた情報機器等ほか持込事務機器に係る経費 

 

２２ 貸与資料、機器 

業務の実施に先立つ貸与資料、実施にあたり貸与する機器は以下のとおり。  

なお、受託者の責による重大な破損等が生じた場合は、業務管理担当者に

報告のうえ、前項21（７）により速やかに対処すること。 

（１） 業務の実施に先立ち、貸与する資料は以下のとおり。なおアにあって

は契約終了後、イ以下にあっては、業務期間終了時に原状復旧の後に

返却すること。 

ア 施設平面図 
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イ 車両受付システム機器配置図 

ウ 車両受付システム機器一覧表 

エ 車両受付システム操作手引書等 

（２） 業務の実施にあたり貸与する機器は以下のとおり。なお、業務終了後

速やかに返却すること。 

ア 車両受付システム機器 

イ 事務用机ほか業務室内機器 

 

２３ 構内施設等の利用 

業務を実施するため、次に示す施設等の利用を許可する。なお、受託者の

責による重大な破損等を生じた場合は、21（７）による。 

（１） 業務室（計量棟）及び生活付帯設備 

（２） 札幌市が指定する構内駐車場 

 

２４ 火気等の取扱い 

（１） 業務履行において、火気の使用を認めない。 

（２） 喫煙は、計量所内をはじめ敷地内全て(車両内含む)において禁止す

る。 

 

２５ 服装等 

（１） 受託者は、業務の履行において市民に不快感を与えることのないよう

に、責任者等並びに業務従事者に対して業務に適した同一の制服を着

用させること 

（２） 責任者等並びに業務従事者は、名札を付けて業務を行うこと。 

 

２６ 情報セキュリティポリシー 

（１） 19に示す内容の完全履行 
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（２） 業務室内には、本業務を実施するため札幌市が設置した情報資産があ

るため、貸与する鍵の管理には十分な注意を傾け、紛失・破損等の事

故のないようにすること。 

（３） 計量所は常に施錠し、事故防止等のため周囲に関係者以外の者を立ち

入りさせないこと。 

（４） （３）について、業務管理担当職員並びに業務管理担当職員が指名す

る者の確認がないまま、札幌市の他の職員を計量所内に立ち入らせて

はならない。 

 

２７ 環境負荷の低減 

（１） 受託者は本業務の履行において、札幌市の環境マネジメントシステム

に準じ、環境負荷の低減に努めること。 

（２） 電力、蒸気、給水、給湯等の節約に努めること。 

（３） 本業務の履行において使用する商品・材料等は極力環境に配慮したも

のを使用すること。 

（４） 本業務に伴い排出される廃棄物については、極力減量、リサイクルす

ること。 

 

２８ 業務の引継ぎについて 

（１） 受託者は、業務履行開始前に前年度受託者から業務の引継ぎを受ける

こと。 

（２） 受託者は、本業務に係る翌年度新規契約者決定後は、業務の引継ぎを

行うこと。ただし、受託者が前年度受託者並びに翌年度新規契約者で

ある場合は必要としない。 

（３） 業務内容の具体的な要領の作成受託者は、以下の文書を作成し、引継

ぎ資料とすること。 

ア 業務履行期間内における車両受付システムの不具合調整・誤入力時

対応等、公金徴収に係る対応並びに市民対応方法に係る具体的要領
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(通常ケース・レアケース・札幌市からの指示に基づく対応等)を逐

次蓄積し、要領文書として作成すること。 

イ アの文書は、適宜委託者の確認を受けること。 

ウ 業務履行期間内において蓄積、作成した要領文書完成版は、令和７

年２月28日までに作成すること。作成文書については、引継ぎ終了

後、業務履行終了日までに札幌市に提出すること。 

成果品の権利は札幌市に帰属する。 

なお、引継ぎが発生しない場合は、要領文書完成版の写しを提出す

ること。 

（４） （２）の引継ぎにおいては、作成文書に基づき、業務責任者、または

関係法令等を含めた業務に精通する者が相当の期間机上教示し、文書

では網羅できない内容については、計量所内に立ち入らせ教示するこ

と。なお、立ち入りについては業務管理担当職員の許可を得ること。 

（５） 引継ぎに係る日程等については、前年度受託者または新規契約者と調

整すること。 

（６） 引継ぎに係る履行報告書を札幌市に提出すること。報告様式ほかは以

下のとおりとする。 

ア （１）については業務引継履修届（様式13-１）により、本業務履行

開始の前日までに提出する。 

イ （２）については業務引継履行報告書（様式13）により、本業務履

行終了前日までに提出し、札幌市の検査を受けること。なお、本受

託者が翌年度以降の契約者となった場合は必要としない。 

 

２９ 労務管理及び安全衛生管理 

受託者は、本業務の履行にあたり、労働基準法、労働安全衛生法その他関

係諸法令を遵守し、業務従事者の労働管理及び安全衛生管理に留意するこ

と。 

 



22 

 

３０ 業務管理担当職員の指導及び指示 

業務管理担当職員または業務管理担当職員が指名する者は、随時、月次及

び年次において業務の履行状況を検査する。その結果、受託者が本仕様書

５に示す業務範囲の履行において、施設及び設備の不具合等に影響を受け

ない、明らかに業務責任者等並びに業務従事者の瑕疵及び本業務に係る知

識未成熟により札幌市に対し不利益を与えたと判断した場合は、業務責任

者に連絡し、改善指導及び指示を行う。 

 

３１ 業務履行に係る文書回答等 

受託者の責による誤処理発生時において、業務管理担当職員から文書等に

よる指示、指摘等があった場合は、発生原因、改善方法、業務従事者への

指示伝達内容等を文書により提出すること。 

 

３２ 是正措置 

（１） 札幌市は、30の検査において、責任者等並びに業務従事者のうち本委

託業務に従事することが著しく不適当と認める者については、その理

由を明示し、受託者に対しこれを是正するための必要な措置を求める

ことができる。 

（２） 受託者は、前号の定めにより、札幌市から是正措置を求められたとき

は、速やかに応じなければならない。 

 

３３ 委託料の減免について 

本仕様書30に示す要因に係る指導、指示にも関わらず、本仕様書５に示す

業務の履行を達成できない場合に発する委託者の改善命令に対しても履行

が達成されない場合は、達成度に応じて札幌市は委託料の全部または一部

を減免できるものとする。 
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３４ 札幌市が別途契約する本業務に関連する他業務 

清掃工場車両受付システム及びごみ処理管理システム保守業務 

 

３５ 労働社会保険諸法令遵守状況確認に関する特記事項 

札幌市は、役務契約について、適正な履行及び品質の確保を図る観点か

ら、履行検査の一環として、業務対象施設に従事する労働者に関する労働

社会保険諸法令の遵守状況の確認を行うことができるものとし、受託者

は、札幌市からの求めに基づき、以下のとおりこれに応ずるものとする。 

（１） 労働者の労働環境に関する書面の提出受託者は、次に掲げる書面を、

札幌市が指定する期日までに提出すること。 

ア 業務従事者名簿及び業務従事者配置計画書業務対象施設に日常的に

従事（常駐）する労働者（以下「労働者」という。）の把握ととも

に、労働者の配置計画及び社会保険加入義務を確認するため、「業務

従事者名簿（一般用）（別紙８）」及び「業務従事者配置計画書（別

紙８-２）」を提出すること。また、労働者が変更となる場合には、

その都度、業務従事者名簿を提出すること。 

イ 提出期限 

(ア) 業務従事者名簿     ・・・・20（２）に示す日まで 

(イ) 業務従事者配置計画書  ・・・・20（３）に示す日まで 

(ウ) 業務従事者変更時（業務従事者配置計画書含む） 

・・・・20（７）（８）に示す日まで 

（２） 業務従事者健康診断受診等状況報告書労働者（上記(1)の「業務従事

者名簿（一般用）（別紙８）」により報告のあった労働者）の健康診断

受診等状況を確認するため、「業務従事者健康診断受診等報告書（特

記様式１）」を、当該報告事項確定後から履行期間終了日までの間に

提出すること。 
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（３） 業務従事者支給賃金状況報告書労働者の支給賃金状況を確認するた

め、年１回、札幌市が指定する期日までに、「業務従事者支給賃金状

況報告書（特記様式２）」を提出すること。 

 

３６ 業務における感染症等の感染予防対策について 

（１） 業務中は、アルコール消毒液の設置やマスク着用、手洗い・うがいな

ど、感染予防の対応を徹底するとともに、朝・夕の検温など作業従事

者等の健康管理に留意すること。 

（２） 感染者(感染の疑いのある者を含む)及び濃厚接触者があることが判明

した場合は、速やかに委託者に報告するなど、連絡体制の構築を図る

こと。 

（３） 業務の履行に当たっては、極力「三つの密（密閉・密集・密接）」の

回避を図ること。現場における朝礼・点呼、各種打合せ、着替えや食

事休憩、密室・密閉空間における作業においては、他の作業員と一定

の距離を保つ配慮をすること。 

 

３７ 篠路清掃工場解体工事に伴う立ち入り禁止区域及び予定する業務について 

（１） 隣接する篠路破砕工場付帯施設（旧篠路清掃工場）は令和３年10月４

日から令和７年３月３日まで解体工事中であるため、「全体配置図

（別紙11）」に示す管理区域への立ち入りは原則禁止とする。 

（２） 冬季期間は搬入路の通行制限により搬入・搬出車両の誘導業務を別途

発注予定であるため、この期間は誘導員の指示に従うように案内する

こと。 

 

３８ その他 

（１） 本仕様書に明記されていない事項については、別途協議とする。 

（２） 本仕様書について疑義が生じた場合、業務管理担当職員と協議のうえ

決定すること。 
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特 記 仕 様 書 

 

１ 本特記仕様書は、篠路破砕工場計量及び徴収業務仕様書 8(４)、15（11）に

ついて適用する。 

２ 延長業務の指示及び報告 

（１） 延長業務の定義及び指示 

延長業務は、（２）表に示す内容について、業務従事時間内処理が困難

と業務管理担当者が判断した場合に、業務終了時刻前までに受託者に

指示するものである。 

（２） 延長業務内容等 

各延長業務内容は、下表のとおりとする。 

 

延長業務名 業務内容 
必要最低 

配置数 

３年間 

予定時間 

３年間 

予定ポスト数 

計量及び 

徴収延長業務 

Ａ 

計量カードリーダー等

の機器故障発生時等簡

易対応。 

１ 

ポスト 
1h 1P 

Ｂ 

自己搬入者の計量及び

徴収業務時間外対応及

び機器の簡易故障対応。 

２ 

ポスト 
60h 120P 

Ｃ 

Ａ・Ｂ含む通常対応困難

時及びその他市民対応。 

３ 

ポスト 
0h 0P 

 延長業務予定時間総数 61h  

 延長業務に係る総ポスト数  121P 
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（３） 指示書及び報告等日時延長業務は札幌市が延長業務指示書（様式９）

により指示する。受託者は日時延長業務履行完了後、同様式に基づき

指示を受けた業務内容区分について、完了報告（履行時間記載必須）を

提出し検査を受けること。 

（４） 延長業務履行時間の月次集約 

業務内容区分毎に時間数を集計後、単位ｈの時間数(整数、30 分以上の

端数が生じた場合は整数時間単位に切り上げ、30 分未満は切り捨て)に

再計し、さらに各ポスト数を乗じ、最後に契約単価を乗じる。 

３ ごみ受入停止期間 

全ごみ処理機器を停止し点検を行う定期整備期間に、ごみの受入を停止す

る。令和４年度は、８月 13 日～９月 25 日の予定であるが、発寒・駒岡・

白石の３清掃工場の点検整備内容の調整等により、時期や期間が前後する

ため、各年度当初に整備計画が確定した段階で通知する。 

４ 注意 

２(２)表に示す予定時間は、あくまで予定数であり、札幌市の指示により

発生する業務であることから、業務の年間履行時間を保証・確保するもの

ではない。 

 



 

この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。 

  年  月  日 

業務従事者健康診断受診等状況報告書（一般用） 

（あて先）札 幌 市 長 

                      住   所 

受託者  商号又は名称 

代表者氏名                   ㊞ 

 下記１の業務に日常的に従事（常駐）している労働者（「業務従事者名簿（様式１－１)」により報告

した労働者）の労働安全衛生法に基づく健康診断について、当該年度（昨年４月～本年３月）の受診状

況を下記２のとおり報告いたします。 

記 

１ 業 務 名                             

        （※業務履行期間：  年  月  日～  年  月  日） 

２ 健康診断受診状況 

氏    名 

社会保険の 
加 入 状 況 

健康診断受診状況 備  考 
健 康
保 険 

雇 用
保 険 

１    

・ 受診済み（  年  月  日） 

・ 受診予定（  年  月頃） 

・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

２    

・ 受診済み（  年  月  日） 

・ 受診予定（  年  月頃） 

・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

３    

・ 受診済み（  年  月  日） 

・ 受診予定（  年  月頃） 

・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

４    

・ 受診済み（  年  月  日） 

・ 受診予定（  年  月頃） 

・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

５    

・ 受診済み（  年  月  日） 

・ 受診予定（  年  月頃） 

・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

６    

・ 受診済み（  年  月  日） 

・ 受診予定（  年  月頃） 

・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

７    

・ 受診済み（  年  月  日） 

・ 受診予定（  年  月頃） 

・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

８    

・ 受診済み（  年  月  日） 

・ 受診予定（  年  月頃） 

・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

９    

・ 受診済み（  年  月  日） 

・ 受診予定（  年  月頃） 

・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 
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・ 受診済み（  年  月  日） 

・ 受診予定（  年  月頃） 

・ 受診なし ※備考欄に理由を記載 

 

 

特記様式1 



商号又は名称

作　成　者 　　　（連絡先　　　　　　 　　　　　　　　　）

給与Ａ　① 給与Ｂ　②
基本給 通勤手当
その他 精皆勤・家族手当

ア 40歳未満

（　　　　　　　　）円ウ 65歳以上 Ｃ  ・ その他 （　　　　　　　　　）

Ａ

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ 監視・断続的労働

Ａ  ・ 変形労働時間制

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円Ｃ  ・ その他 （　　　　　　　　　）

月給・日給・時給
イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

 ・ その他 （　　　　　　　　　） （　　　　　　　　）円

イ 40歳以上
　　65歳未満

ウ 65歳以上

ウ 65歳以上

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円ウ 65歳以上 Ｃ  ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ  ・ 変形労働時間制

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ

社会保険
加入状況

雇用
保険

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ 月給・日給・時給

業務従事者支給賃金状況報告書

１月の
所定
労働
日数

業務名

健康
保険

月支給
合計③

（①＋②）

月～　月末
までの
賞与等

基本給形態
（金額）

月支給額内訳
（時給・日給は月額合計）

所定労働時間（実績）

備　　考※左記の時間が法定労働
　時間を超えている場合
　の手続等

業務従事者

区分年齢№ 日 週 月

 ・ 変形労働時間制

 ・ 監視・断続的労働

 ・ 変形労働時間制

イ 40歳以上
　　65歳未満

ウ 65歳以上

Ｂ

Ｃ  ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

（　　　　　　　　）円

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ

ア 40歳未満  ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ 監視・断続的労働

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

ア 40歳未満 Ａ 月給・日給・時給

（　　　　　　　　）円 ・ その他 （　　　　　　　　　）

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ

ウ 65歳以上

 ・ 変形労働時間制

ア 40歳未満 Ａ  ・ 変形労働時間制

（　　　　　　　　）円 ・ その他 （　　　　　　　　　）

月給・日給・時給

 ・ 監視・断続的労働

 業務従事者名簿で報告した労働者の　　　　年　　月に支給した支給賃金状況を次の表のとおり報告します。

イ 40歳以上
　　65歳未満

月給・日給・時給ア 40歳未満

Ｃ

月給・日給・時給

 ・ 監視・断続的労働

Ｃ

特記様式2

この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。



給与Ａ　① 給与Ｂ　②
基本給 通勤手当
その他 精皆勤・家族手当

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

イ 40歳以上
　　65歳未満

Ｂ  ・ 監視・断続的労働

（　　　　　　　　）円

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制 月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

月給・日給・時給

 ・ その他 （　　　　　　　　　）

ア 40歳未満 Ａ

ウ 65歳以上 Ｃ

 ・ 変形労働時間制

備　　考
№ 年齢 区分 日 週 月

※左記の時間が法定労働
　時間を超えている場合
　の手続

雇用
保険

健康
保険

業務従事者 所定労働時間（実績） １月の
所定
労働
日数

基本給形態
（金額）

月支給額内訳
（時給・日給は月額合計） 月支給

合計③
（①＋②）

月～　月末
までの
賞与等

社会保険
加入状況

この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。



様式１

○ ○

○ 下記の金額領収致しました。 ○
令和　　年　　月　　日　　時　　分　№××××

○
施  設
コード ○
所  属
コード

カード
Ｉ  Ｄ

○
車  両
番  号

総重量 ㎏ ○
車  両
重  量 ㎏

割  増
重  量 ㎏

○
ご  み
重  量 ㎏ 手数料 円 ○

○ 札幌市公金徴収事務受託者　No．×××× ○

○ ○

○ ○

（電算連続帳票）

発寒　　篠路　　駒岡　　白石　　清掃工場

計 算 書 兼 領 収 書



様式２

頁番号現 金 出 納 簿

令和　　年
摘 要 収 入 金 額 支 払 金 額 差 引 金 額

　月　 日



公 帳　票
コード

本庁及び
区コード

年度
予算統括
コード

口座番号 02700-6-960033 調定番号 整理番号

所属 加入者 ×××××

氏名

00

　 年 月 日

（1）

公 帳　票
コード

本庁及び
区コード

年度
予算統括
コード

口座番号 02700-6-960033 調定番号 整理番号

所属 加入者 ×××××

氏名

00

（2）

公 帳　票
コード

本庁及び
区コード

年度
予算統括
コード

口座番号 02700-6-960033 調定番号 整理番号

所属 加入者 ×××××

氏名

区コード　固有番号

00

（3）

円
（主管課）

（摘要）

右のとおり領収しましたので通知します。

延滞金　日分
現金出納

員等番号 ×××
合　　計

札幌市会計管理者

取りま
とめ局

〒047-8794

株式会社ゆうちょ銀行

小樽貯金事務センター

金　　額

主管課コード 短縮コード 予算科目

札幌市 （金融機関→出納機関→主管課)
91 00 ×××× 3 278 1074 ごみ処分手数料

円
（主管課）

　　　現金払込済通知書（収入原符なし）

延滞金　日分
現金出納 区コード　固有番号

員等番号 ×××
合　　計

（摘要）

右のとおり領収しました

３枚目

札幌市会計管理者

取りま
とめ局

〒047-8794

株式会社ゆうちょ銀行

小樽貯金事務センター

金　　額

主管課コード 短縮コード 予算科目

札幌市 　　　（金融機関控）
91 00 ×××× 3 278 1074 ごみ処分手数料

領　収　書　控

延滞金　日分
現金出納 区コード　固有番号

員等番号 ×××
合　　計

右の金額を払い込みます。 （摘要）

右のとおり領収しました ※領収日付印のない領収書は無効です

2枚目

278 1074 ごみ処分手数料

札幌市会計管理者

取りま
とめ局

〒047-8794

株式会社ゆうちょ銀行

小樽貯金事務センター

金　　額 円
（主管課）

3
札幌市 （現金出納員等控）

91 00 ××××

様式3

１枚目
　　現金払込書・領収書（収入原符なし）

主管課コード 短縮コード 予算科目

札幌市

領収日付印

札幌市

札幌市札幌市

領収日付印

札幌市

領収日付印

札幌市

1 2 3 5 8 10

1615

21

23

24

17

25



様式４

業務責任者
業務副責
任 者

計 量 員 調定年月日 台 数 搬入年月日 領収年月日 適 用

当 日 の 担当職員の
台 数 確 認 印

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

令和 台 令和

　　・　・ 　　・　・

調 定 簿 兼 収 入 原 簿
令和　年　月　日　　（款）使用料及び手数料　　（項）手数料　　（目）環境費手数料　　（節）清掃事業手数料　　（細目）ごみ処分費

重量（ｋｇ） 金 額 （ 円 ）
納入者住所氏名

受 託 者 の 決 裁 欄 当日の日付 当日の日付 当日の総重量
当 日 の

消込印押印
現金徴収合計



令和　　年　　月　　日

業務責任者 業務副責任者 計 量 員

利用者コード 札幌市中央区北１条東１丁目

（款）使用料及び手数料　（項）手数料　（目）環境費手数料　（節）清掃事業手数料　（細節）ごみ処分費

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

合　　計

篠路破砕工場

令和　　年　　月分

財）札幌市環境事業公社

搬入年月日
 及び

調定年月日
搬入台数（台）

様式５
一般廃棄物収集運搬許可業者調定簿

重量（ｋｇ） 金額（円）

搬  入  量 調 定 額
備　　　　　　考

業務管理担当職員
の引継ぎ受領印



令和　　年　　月　　日

業務責任者 業務副責任者 計 量 員

利用者コード 月締後納者住所

（款）使用料及び手数料　（項）手数料　（目）環境費手数料　（節）清掃事業手数料　（細節）ごみ処分費

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

月締後納者調定簿

業務管理担当職員
の引継ぎ受領印

様式６

令和　　年　　月分

月締後納者氏名

篠路破砕工場

備　　　　　　　　考
金額（円）

調 定 額

合　　計

車両番号 搬入台数（台）
重量（ｋｇ）

搬  入  量

搬入年月日
  及び

調定年月日



令和　　年　　月　　日

業務責任者 業務副責任者 計 量 員

利用者コード 随時後納者住所

（款）使用料及び手数料　（項）手数料　（目）環境費手数料　（節）清掃事業手数料　（細節）ごみ処分費

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

令和　.　.　.

篠路破砕工場

備　　　　　　　　考
金額（円）

調 定 額

合　　計

車両番号 搬入台数（台）
重量（ｋｇ）

搬  入  量

搬入年月日
  及び

調定年月日

随時後納者氏名

随時後納者調定簿

業務管理担当職員
の引継ぎ受領印

様式７

令和　　年　　月　　日分



令和　　年　　月　　日

業務責任者 業務副責任者 計 量 員 搬入年月日
業務管理担当職員
の引継ぎ受領印

（款）使用料及び手数料　（項）手数料　（目）環境費手数料　（節）清掃事業手数料　（細節）ごみ処分費

合　　　計

様式８

1

2

3

4

車両番号 運転者氏名
重量（㎏）
（搬入量）

金額（円）
（調定額）

篠路破砕工場 後 納 者 未 納 整 理 票

令和　　年　　月　　日

搬入者（事業者）住所
名　　　称

送付先指定住所
（希望の場合のみ）

電話番号
代表者氏名
納人氏名

5



令和　　年　　月分　　　 様式９

時 分 時 分 時間 分 時間 分 時間 分

検査年月日 所属長

日 検査員・職

(　  ) 立会人・職

検査の結果

検査年月日 所属長

日 検査員・職

(　  ) 立会人・職

検査の結果

検査年月日 所属長

日 検査員・職

(　  ) 立会人・職

検査の結果

検査年月日 所属長

日 検査員・職

(　  ) 立会人・職

検査の結果

検査年月日 所属長

日 検査員・職

(　  ) 立会人・職

検査の結果

検査年月日 所属長

日 検査員・職

(　  ) 立会人・職

検査の結果

再計

総　　　計
円

※業務内容区分毎の延長合計時間数(時間：分）を、時間ｈに再計（整数。30分未満切捨て、30分以上１時間未満切上げ）した数に、特記仕様書に示す
最低配置ポスト数を乗じ、さらに契約単価を乗じる。

業務内容区分
Ｃ

月次小計
時間数 ｈ

ｈ×3P×単価

単価　（１ポスト／ｈ） 業務内容区分 金　　額

円

業務内容区分
Ａ

月次小計
時間数 ｈ

ｈ×1P×単価

円

業務内容区分
Ｂ

月次小計
時間数 ｈ

ｈ×2P×単価

円

円

　令和　　　年　　　月　　　日

印

印

計量及び徴収
延長業務

Ａ
か
ら
Ｃ
を
選
択
記
入

計量及び徴収
延長業務

Ａ
か
ら
Ｃ
を
選
択
記
入

　令和　　　年　　　月　　　日

印

印

　令和　　　年　　　月　　　日

印

印

計量及び徴収
延長業務

Ａ
か
ら
Ｃ
を
選
択
記
入

計量及び徴収
延長業務

Ａ
か
ら
Ｃ
を
選
択
記
入

　令和　　　年　　　月　　　日

印

印

　令和　　　年　　　月　　　日

印

印

計量及び徴収
延長業務

Ａ
か
ら
Ｃ
を
選
択
記
入

計量及び徴収
延長業務

Ａ
か
ら
Ｃ
を
選
択
記
入

　令和　　　年　　　月　　　日

印

印

篠路破砕工場計量及び徴収延長業務指示書

　受託者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

項
目

指　　　　　示 受託者完了報告 延長業務時間数

　検　　　査　　　報　　　告　
所属長 業務管理

担当職員

指示時間

延長業務名

業
務
内
容

履行時間

責任者

業務内容区分

A B C



様式１０（令和3年4月改定）

　　違反すると、５年以下の懲役若しくは一千万円以下の罰金（法人にあっては三億円以下

　　合わせください。搬入できない廃棄物が混入している場合は受入れ出来ません。

５　札幌市家庭用有料ごみ袋使用の必要はありません。

６　電池・ライター・スプレー缶・磁気テープは分別して中の見える袋に入れて下さい。（破砕工場）

７　構内では安全のため、交通標識等のルールを遵守し係員の指示に従ってください。

※　本申込書に記載された個人情報は、札幌市個人情報保護条例に基づき適正に管理いたします。

　　の罰金）又はその併科に処せられることがあります。

２　一部に不適正な搬入が見受けられますので、搬入状況の記録のため、本人確認(運転

　　免許証等）及び写真撮影をさせていただく場合があります。

3　不適正な搬入があった場合には、搬入者又は排出者へ是正指導を行う場合があります。

４　搬入できる廃棄物には制限があります。詳しくは計量所・場内搬入指導員にお問い

清掃工場（発寒・駒岡・白石）での受入物の
大きさの制限

破砕工場（発寒・駒岡・篠路）での受入物の
大きさの制限

札幌市中央区
　　北１条西２丁目

　　ます。（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）

自動車のナンバー 　 札幌　123　さ　4567

持ち込み先 自宅から排出される廃棄物の、ごみ種別項目を○で囲んで下さい

清掃工場
　紙類・衣類・布類・草木類・生ごみ・製品プラスチック類

　皮革製品・ゴム・ビニール・その他（　　　　　　　　　　　　　　）

破砕工場
　ガスコンロ・寝具・家具類・カーペット・金属類・レジャー用品・楽器・自転車・木材類

　家庭電化製品（家電４品目・パソコンリサイクル品以外）・その他（　　　　　　　　　）

□　記入事項に相違ありません。また、下記の注意事項を遵守し、廃棄物の搬入を申込みます。

1　他人が排出した廃棄物の収集・運搬を許可なく業として行なうことは法律で禁じられてい

ごみ搬入申込書（清掃・破砕工場用）（家庭ごみ）
(※自宅のごみを工場へ持ち込む場合）

■この申込書を計量所で提示し、場内搬入指導員にお渡しください■ 令和　　　年　　月　　日

搬
　
入
　
者

ふ　り　が　な

記
　
入
　
例

さっぽろ　たろう

氏　　　名
署名（直筆）

札幌　太郎

電話番号 〇〇〇―〇〇〇〇―○○○○

住　　　所
札幌市　　　区

注

意

事

項

最大辺
２ｍ以下

径 ０．２ｍ以下
最大辺・径 ０．５ｍ以下

（丸太木材等は最大径０．２ｍ以下）

丸
太
木
材
等

清掃工場・破砕工場では、ガラス・瀬戸物・土砂石・ガラス製容器の受入はしていません

ＭＥＭＯ



□

　　搬入できない廃棄物が混入している場合は受入れ出来ません。

※　本申込書に記載された個人情報は、札幌市個人情報保護条例に基づき適正に管理いたします。

５　構内では安全のため、交通標識等のルールを遵守し係員の指示に従ってください。

氏名又は会社名

建設業は
元請業者名

清掃工場（発寒・駒岡・白石）での受入物の
大きさの制限

破砕工場（発寒・駒岡・篠路）での受入物の
大きさの制限

電　話　番　号

1　他人が排出した廃棄物の収集・運搬を許可なく業として行なうことは法律で禁じられています。

　　（廃棄物の処理及び清掃に関する法律）　違反すると、５年以下の懲役若しくは一千万円以

　　下の罰金（法人にあっては三億円以下の罰金）又はその併科に処せられることがあります。

　右記の注意事項を遵
守し、廃棄物の搬入を
申し込みます

２　一部に不適正な搬入が見受けられますので、搬入状況の記録のため、本人確認(運転免許証等）

氏名

署名（直筆） 　　及び写真撮影をさせていただく場合があります。

３　不適正な搬入があった場合には、搬入者又は排出者へ是正指導を行う場合があります。

４　搬入できる廃棄物には制限があります。詳しくは計量所・場内搬入指導員にお問い合わせください。

産　業　廃　棄　物

ご　　　　　み　　　　　種　　　　別

焼却

　紙類・天然繊維類・生ごみ・生ごみの付着した容器

ふ　り　が　な 　食品廃棄物（容器が焼却可能なもの）

会　社　名
　木くず・その他（　　　　　　　　　　）

破砕

処理

　木材・木製品・草木類・わら畳・その他（　　　　　　　　　　）

□木くず（防腐剤処理は不可）　□紙くず　□繊維くず（天然繊維）

マニフェスト　　□有

会社電話番号
□ 　記入事項に相違あり

ません

会　社　住　所

排
　
出
　
者

様式11(令和3年4月改定）

排　出　現　場
札幌市　　　　　区　　　　　　（会社住所と同じ場合は「同上」と記入）

※運搬者と排出者が違う場合は下記にも記入して下さい。

ごみ搬入申込書（清掃・破砕工場用)（事業ごみ）

■この申込書を計量所で提示し、場内搬入指導員にお渡しください■ 下記の注意事項を遵守し、廃棄物の搬入を申込みます。令和　　年　　月　　日

　□一般廃棄物　・　□産業廃棄物 区　　　分 廃棄する、ごみ種別項目を○で囲んで下さい

搬
　
入
　
者

車両番号 　

記載例）

　　札幌　123　さ　4567
一　般　廃　棄　物

事業所から排出
された廃棄物

注

意

事

項

最大辺
２ｍ以下

径 ０．２ｍ以下

最大辺・径０．５ｍ以下
（丸太木材等は最大径０．２ｍ以下）

丸
太
木
材
等

ＭＥＭＯ



※本紙裏面の注意事項

　1　本証は、ごみ処理施設にごみ搬入する

　際は必ず携帯し、係員に提示して下さい。

　2　本証は、指定された（表面記載）施設の

　み有効（無料）で、記載のない施設にごみ

　を持ち込むことは出来ません。

　3　ごみ処理施設では係員の指示に従って

　下さい。

　4　本証を他人に貸与又は譲渡することは

　できません。

　5　『燃やせるごみ』・『燃やせないごみ』が

　分別されていない場合には、受入を断り

　ますので注意して下さい。

石類・コンクリート類以外のもの』

　　　　　　　　注）書面印刷紙はカラー（青色紙面）となっている。

類』

『燃やせないごみ（ガラス、陶磁器、石類、コンクリート

ごみ受入指示書 様式１２

有効期間　　　　　　　　令和○年○月○日

札幌市環境局環境事業部施設管理課

電話：　２１１-２９２２

　～　　　　　令和○年○月○日

係

搬入者名 ○○○○○○○○

車両登録番号 札幌○○○　○　○○○○

指定処理施設

※廃棄書類・不法投棄物のみ受入可

『廃棄書類』

施設管理課長
『燃やせるごみ』・『燃やせないごみ（ガラス、陶磁器



札幌市長　あて

既受託者名

同上

同上

同上

同上

　　　　業務引継履行報告書 様式１３

報告年月日

業務名 篠路破砕工場　計量及び徴収業務引継

実施責任者 当年度受託者のうち、引継ぎを行った者　　　　　㊞

実施場所

住所

会社名

代表者名 ㊞

被引継者氏名 新規契約者のうち、引継ぎを受けた者　　　　　　㊞

搬入時（往路）
計量器への誘導

受入手順
（対市民説明含む）

新規契約者名
　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　　　　　　　　　　　　　会 社 名
　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　 　　　㊞

引継年月日・引継内容記載・資料添付

同上

ごみ適否判断

案内

計量システム
操作手順

退出時(復路）
手順



同上

同上

同上

同上

同上

同上
計量システム

操作手順

料金徴収

料金確定

料金後納時の
対応

徴収金管理

収納金の消込作業

その他 同上

様式は、これにより難い場合は別の様式を用いることを妨げず。
ただし記載内容はこの様式に記載するものを満たすこと。

システム機器
トラブル対応

指定金融機関等へ
の徴収金払込

札幌市への報告
(毎日・毎月等）

システム機器
誤入力対応

同上

同上

同上

同上



札幌市長　あて

新規契約者

計量システム
操作手順

同上

案内 同上

退出時(復路）
手順

同上

搬入時（往路）
計量器への誘導

引継年月日・引継内容記載・資料提示説明(有・無）
内容の理解度(５・４・３・２・１）

受入手順
（対市民説明含む） 同上

ごみ適否判断 同上

実施場所

引継受託者名
　　　　　　　　　　　　　　住　　所
　　当年度受託者　　　　　　会 社 名
　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　 　　　㊞

引継者氏名 当年度契約者のうち、引継ぎをした者　　　　　　㊞

代表者名 ㊞

業務名 篠路破砕工場　計量及び徴収業務引継

実施責任者 新規契約者のうち、引継ぎを受けた者　　　　　㊞

会社名

　　　　業務引継履修届 様式13－1

報告年月日 住所



札幌市への報告
(毎日・毎月等）

同上

その他 同上

様式は、これにより難い場合は別の様式を用いることを妨げず。
ただし記載内容はこの様式に記載するものを満たすこと。

収納金の消込作業 同上

システム機器
トラブル対応

同上

システム機器
誤入力対応

同上

徴収金管理 同上

料金後納時の
対応

同上

指定金融機関等へ
の徴収金払込

同上

計量システム
操作手順

同上

料金確定 同上

料金徴収 同上



ごみ種 台数 重量(t) 手数料(円)税相当額(円)合計(円)

燃やせるごみ 0 0.00 0 0 0
燃やせないごみ 0 0.00 0 0 0
びん・缶・ペットボトル 0 0.00 0 0 0
大型ごみ 0 0.00 0 0 0
プラスチック 0 0.00 0 0 0
地域清掃ごみ 0 0.00 0 0 0
雑がみ 0 0.00 0 0 0
枝・葉・草 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

可燃 0 0.00 0 0 0
不燃 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

公清企業 0 0.00 0 0 0
第一清掃 0 0.00 0 0 0
北清企業 0 0.00 0 0 0
札　　清 0 0.00 0 0 0
東部清掃 0 0.00 0 0 0
中央清掃 0 0.00 0 0 0
大八清掃 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

　 一般事業者 0 0.00 0 0 0
月締後納 0 0.00 0 0 0

　 0 0.00 0 0 0
道路清掃 0 0.00 0 0 0
他部局 0 0.00 0 0 0
その他 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0
プラ選別残渣 0 0.00 0 0 0
資源化残渣 0 0.00 0 0 0
資源選別残渣 0 0.00 0 0 0
破砕再搬 0 0.00 0 0 0
雑がみ残渣 0 0.00 0 0 0
中沼雑がみ残渣 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0
0 0.00 0 0 0
0 0.00 0 0 0

飛灰 0 0.00 0 0 0
焼却灰 0 0.00 0 0 0
リサイクル焼却灰 0 0.00 0 0 0
破砕金属 0 0.00 0 0 0
破砕アルミ 0 0.00 0 0 0
雑がみ搬出 0 0.00 0 0 0

別紙１
業務管理担当職員

の引継ぎ受領印

収入状況報告書（日報）

業務責任者 業務副責任者 計量員

篠路破砕工場

家庭ごみ

　　　　年　　月　　日

AD0010

枝・葉・草残渣
堆肥化残渣
総 合 計

自己搬入合計

自己搬入
許可業者搬入合計

許可業者搬入

管路収集

管路収集合計

家庭ごみ合計

随時後納



ごみ種 台数 重量(t) 手数料(円) 税相当額(円) 金額(円)

燃やせるごみ 0 0.00 0 0 0

燃やせないごみ 0 0.00 0 0 0

びん・缶・ペットボトル 0 0.00 0 0 0

大型ごみ 0 0.00 0 0 0

プラスチック 0 0.00 0 0 0

地域清掃ごみ 0 0.00 0 0 0

雑がみ 0 0.00 0 0 0

枝・葉・草 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

可燃 0 0.00 0 0 0

不燃 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

公清企業 0 0.00 0 0 0

第一清掃 0 0.00 0 0 0

北清企業 0 0.00 0 0 0

札　　清 0 0.00 0 0 0

東部清掃 0 0.00 0 0 0

中央清掃 0 0.00 0 0 0

大八清掃 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

一般事業者 0 0.00 0 0 0

月締後納 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

道路清掃 0 0.00 0 0 0

他部局 0 0.00 0 0 0

その他 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

中沼雑がみ残渣 0 0.00 0 0 0

枝・葉・草残渣 0 0.00 0 0 0

堆肥化残渣 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0

飛灰 0 0.00 0 0 0
焼却灰 0 0.00 0 0 0

0 0.00 0 0 0
破砕金属 0 0.00 0 0 0
破砕アルミ 0 0.00 0 0 0
雑がみ搬出 0 0.00 0 0 0

溶融物スラグ 0 0.00 0 0 0
溶融物メタル 0 0.00 0 0 0

業務管理担当職員

の引継ぎ受領印

収入状況報告書（月報）

家庭ごみ合計

篠路破砕工場

家庭ごみ

　　　　年　　月

業務責任者 業務副責任者 計量員
別紙２

リサイクル焼却灰

雑がみ残渣

総 合 計

自己搬入合計

プラ選別残渣

資源化残渣

資源選別残渣

破砕再搬

随時後納

AM0010

自己搬入

許可業者搬入合計

許可業者搬入

管路収集

管路収集合計



篠路破砕工場
所属 ごみ 車種

1 - 0 0 0 0 0 0 0
2 - 0 0 0 0 0 0 0
3 - 0 0 0 0 0 0 0
2 51 - 1 0 0 0 0 0 0 1 往路データ

2 51 - 1 0 10 0 1 復路データ

別紙３

↓
●/○訂後ＤＴ

↑
別紙6の備考欄
に訂正・削除内
容を詳細記載す
ること

一廃
一廃

一廃

●/○訂前ＤＴ
削除データ

一廃08:10

0012
0013
0014
0015

総重量 計量区分

1,230

07:46

0053
0054

0049
0050

2000
3000

08:00

07:45

0051
0052

0048

0005

0006

0007

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　受　付　業　務　履　歴　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐａｇｅ○

備考手数料 カード 利用者

往復1回

ＴＳ№ 伝票番号ｓｅｑ.

0001

時刻

0002
0003
0004

1000

　　　　年　　月　　日２○○○年○○月○○日 （ジャーナル用紙）
車両重量割増重量ごみ重量車両番号

0008
0009
0010
0011

130

税相当額 合計金額 整理券№

130 往復1回

廃棄物

カード異常
カード異常
カード異常07:47

0055

一廃2001 1234
2002 1234 1,230 1,220

１7その他の取扱
(1),(2)に該当する
事項を明記するこ

と。



　「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下、法律という。）に基づき、排出事業者に産業

廃棄物が適正に処理されたことの確認のために、産業廃棄物管理票（以下、マニフェストという）

の交付が義務付けられています。

　ただし、法律（第１２条の３）及び施行規則（第８条の１９）により、市施設はマニフェスト

交付不用者ですが、運搬業者が排出事業者に当該廃棄物が市施設に搬入したことを証明する必要

がある場合、運搬担当者からマニフェストの提示があれば押印して運搬者に返します。

１　マニフェストの確認及び受付け

　(1) 事業者（排出者）欄及び交付担当者欄の記載の有無を確認する。

　(2) 事業場（排出場所）欄の記載の有無及び札幌市内であることを確認する。

　(3) 廃棄物の種類（紙くず、木くず、布くず）の記載の有無を確認する。

　　※　前記以外のもの、または他との混合物は受付けない。

　(4) 運搬受託者名欄の記載の有無を確認する。

　(5) 以上を確認し、間違いがなければ受付けする。

２　マニフェストへの押印

　(1) 産業廃棄物管理票（マニフェスト）各票への押印

　　Ｂ１票：処分担当者欄へ押印

　　Ｂ２票：処分担当者欄へ押印

　　Ｃ１票：処分担当者欄へ押印

　　Ｃ２票：処分終了年月日欄へ押印

　　Ｄ　票：処分終了年月日欄へ押印

　　Ｅ　票：押印しない

　(2) 産業廃棄物管理票　建設系廃棄物マニフェスト各票への押印

　　Ｂ１票：処分担当者（依頼）欄へ押印

　　Ｂ２票：処分担当者（受領）欄へ押印

　　Ｃ１票：処分担当者（受領）欄へ押印

　　Ｃ２票：処分担当者（処分）欄へ押印

　　Ｄ　票：処分担当者（処分）欄へ押印

　　Ｅ　票：押印しない

３．運搬者への返付

　(1) 押印したマニフェストからＣ１票を抜き取り他を搬入者へ返付する。

　(2) Ｃ１票を計量所で１年間保管し、各年度終了後、速やかに札幌市へ引継ぐこと。

　　※　Ａ票は、排出事業者が交付時に保管するため市施設には持ち込まれない。

　　※　記載漏れは搬入者に注意を促すこと。

　　　（記載漏れは排出事業者名を控えておき、何回か守れない場合は市担当者に連絡すること）

※※　参考　※※

　マニフェスト各票の区分

　　Ａ　票：排出事業者交付時保管用

　　Ｂ１票：運搬終了票（運搬業者保管用）

　　Ｂ２票：運搬終了票（運搬業者による排出事業者送付用）

　　Ｃ１票：処分終了票（処分業者保管用）

　　Ｃ２票：処分終了票（処分終了後の処分業者による運搬業者送付用）

　　Ｄ　票：処分終了年月日欄（処分業者による排出事業者送付用）

　　Ｅ　票：最終処分終了票（最終処分終了後の処分業者による排出事業者送付用）

○　産業廃棄物管理票（マニフェスト）の取扱要領　　　　　篠路破砕工場

別紙４



『注意事項』
１　搬入者に確認する場合『産廃』と決めつける言い方はしない。
２　搬入者が『一廃』だと固執した場合は一般廃棄物とする。
３　搬入物の確認を出来る限りすること。
４　トラブルの場合は車両番号、会社名等をひかえる。
５　トラブルにならよう対応する。

持っている はい トラブル

トラブル

いいえ はい

はい

トラブル
※ごみ種が『産廃』に該当しなければ『一廃』とする。
※刈草は『一廃』なので注意すること。

ごみ種を確定する。

別紙５循環税導入に伴う計量所対応マニュアル

はい 事務所担当者に連
絡し対応する。

ごみ種で産業廃棄
物であることを搬
入者に伝え確認す
る。

産業廃棄物として
確定する。

産業廃棄物は処分
費用が違うことを
搬入者に伝える。

産業廃棄物ですか？

（ごみ種を確認）

いいえ

搬入者

マニフェストの確認
持っていない

産業廃棄物ですか？
一般廃棄物として
受け付ける。



1 ごみ受入関係

2

正常 ✓ 異常 ✓

正常 ✓ 異常 ✓

正常 ✓ 異常 ✓

伝票発行器の異常 正常 ✓ 異常 ✓

ジャーナルプリンターの異常 正常 ✓ 異常 ✓

計量器の異常 正常 ✓ 異常 ✓

計量器廻り清掃・除雪 正常 異常

内 ・ 外 内 ・ 外

内 ・ 外 内 ・ 外

内 ・ 外 内 ・ 外

束 個

有 ・ 無 有 ・ 無

箱 個

計量器

ｔ 　　　　　　　　　　円
ｔ 　　　　　　　　　　円受

入

払込業務

道路清掃 件 ｔ 　　　　　　　　　　円
●月○日徴収分銀行払込金額　　○○,○○○円

自己搬入 台

随時後納 件

月締後納 件 ｔ 　　　　　　　　　　円

履
歴
修
正

入力ミス 　　　件　

工場長 管理係長 係 令和○年○月○日（曜日）
業務管理担当者

例 別紙６
会社名　　　　　　　　印

勤　務　者

篠路破砕工場　計量及び徴収業務日報

項　　　目 件　数 伝　票　№　等

そ　の　他

そ　の　他 　　　件　

合　　　計 　　　件　

備考欄

ト
ラ
ブ
ル

項　　目 件　数 伝　票　№

カード不良

カード間違い 　　　件　 伝票詰り等

清掃不適物 　　　件　

※受入業務において、修正・削除等を行い別紙３(受付業務履歴)に表示された場合は、

1000ｐ× インクリボン在庫

履歴修正覧に記載し、必ず詳細報告すること。

　その他(ｶｰﾄﾞ忘れ手入力・ｺｰﾄﾞ入力誤り・依頼による往復計量等）詳細記載。

点検清掃

機
　
器
　
類
　
点
　
検

機　器　名 点　検　内　容　等 結　　果

パソコン
サーバーパソコン廻り（プリンター含む）

計量パソコン廻り（重量表示器含む）

付属機器

カードリーダーのクリーニング

№1計量器 計量伝票交換 インクリボン交換

計量伝票 №2計量器 計量伝票交換 インクリボン交換

№3計量器 計量伝票交換 インクリボン交換

インクリボン 伝票発行器 伝票在庫

　ゲート制御確認済（　　　　）

　○自動モード　○ゲート開閉動作　○カード

備考欄

用　　紙
ジャーナル
プリンター

用紙交換 インクリボン交換

用紙在庫 インクリボン在庫



（例）

あて先 札幌市長

住　　　所
会 社 名
代表者名 印

業務名 　篠路破砕工場　計量及び徴収業務

標記業務責任者を次のとおり選任しましたので届出いたします。

業 務 責 任 者 選 任 届

氏　　名

令和　　年　　月　　日

別紙７

業務責任者



（例）

あて先 札幌市長

住　　　所
会 社 名
代表者名 印

業務名 　篠路破砕工場　計量及び徴収業務

標記業務副責任者を次のとおり選任しましたので届出いたします。

業 務 副 責 任 者 選 任 届
別紙７－１

令和　　年　　月　　日

氏　　名

業務副責任者



別紙8

住　　　　　　所

受託者 商号又は氏名

代 表 者 氏 名                     ㊞

所          定

労 働 時 間

（　　年　　月　　日） 週： 雇用保険

（　　年　　月　　日） 週： 雇用保険

（　　年　　月　　日） 週： 雇用保険

（　　年　　月　　日） 週： 雇用保険

（　　年　　月　　日） 週： 雇用保険

（　　年　　月　　日） 週： 雇用保険

（　　年　　月　　日） 週： 雇用保険

（　　年　　月　　日） 週： 雇用保険

この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。

氏　　　　名
年齢

社 会 保 険 の
資　　　格　　　等

（雇用年月日） 加  入  状  況

令和　　年　　月　　日

業　務　従　事　者　名　簿（一般用）

(あて先)札　幌　市　長

　次の業務において、業務対象施設に日常的に従事(常駐)する労働者の名簿を提出いたします。

業務名 　　篠路破砕工場　計量及び徴収業務

2
日： 健康保険

1
日： 健康保険

3
日： 健康保険

4
日： 健康保険

5
日： 健康保険

6
日： 健康保険

7
日： 健康保険

8
日： 健康保険



（例）

篠路破砕工場計量及び徴収業務
住　所
会社名
代表者名 印

令和　年　月分

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

業務責任者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▽ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○

業務副責任者 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ▲ ○ ○ ○ ○ ▲ ▽ ○ ○ ○ ○

計量員 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▽ ○ ○ ○ ×

計量員 ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ▲ ○ ○ ○

勤務時間　８時４５分～１６時１５分

備考　　　　○出勤　　×年休　　▽半休午前　　▲半休午後　　　　

例

業 務 従 事 者 月 次 勤 務 体 制 表
別紙8-1

札幌市長　　様
令和　　年　　月　　日

業務従事者の月次配置計画書を届出します。



通常の業務日1日当たりの労働者の配置計画を報告します。
 労働時間（所定内） 監視・断続的労働

労働時間（時間外） 休憩時間

業務名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

Ａ・Ｂ・Ｃ

11

従事
者№

従事者
区分

（Ａ・Ｂ・Ｃ）

１日の労働時間等
（単位：時間）

0 1 2 3 4 5

労働
時間

休憩
時間

変形
労働

時間制

合　　　　　　　　　計

時間帯別従事者人数
（１時間単位で記載） 0 1 2 3 4

18 19 20 21 22 2312 13 14 15 16 176 7 8 9 10

Ａ

17 1811 12 13 14 15 165 6 7 8 9 10 23 合計 　複数労働者で
ローテーション
を組んでいる場
合は、業務従事
者名簿（様式
１）により報告
したすべての労
働者について記
載する必要はあ
りません。

19 20 21 22

Ｂ

合　計

Ｃ

別紙8-2業務従事者配置計画書

この様式により難いときは、この様式に準じた別の様式を用いることができる。



（例）

あて先 札幌市長

住　　　所
会 社 名
代表者名 印

業務名 　篠路破砕工場　計量及び徴収業務

標記業務責任者を次のとおり変更しましたので届出いたします。

別紙９
業 務 責 任 者 変 更 届

令和　　年　　月　　日

氏　　名

業務責任者（旧）

業務責任者（新）



（例）

あて先 札幌市長

住　　　所
会 社 名
代表者名 印

業務名 　篠路破砕工場　計量及び徴収業務

標記業務副責任者を次のとおり変更しましたので届出いたします。

別紙９－１
業 務 副 責 任 者 変 更 届

令和　　年　　月　　日

氏　　名

業務副責任者（旧）

業務副責任者（新）



（例） 別紙9-2

会社名
住所

代表者名 印

理由

業務責任者

計量員

計量員

計量員

計量員

計量員

業 務 従 事 者 変 更 届

篠路破砕工場　計量及び徴収業務

変更前 変更後

以下の理由により、業務従事者(責任者）変更があったので届けます。

令和　　年　　月　　日



　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

選任者メモ覧

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

選任者メモ覧

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

選任者メモ覧

選任者メモ覧

選任者メモ覧

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

計量システム
操作手順

料金確定

計量システム
操作手順

案内

退出時(復路）
手順

搬入時（往路）
計量器への誘導

受入手順
（対市民説明含む）

ごみ適否判断

選任者メモ覧

選任者メモ覧

選任者メモ覧

別紙10

　従事者氏名（責任者・副責任者含む）選任者氏名

業務名 篠路破砕工場　計量及び徴収業務

実施責任者 講師等氏名

例

実施場所・年月日



選任者メモ覧

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

選任者メモ覧

選任者メモ覧

選任者メモ覧

選任者メモ覧

選任者メモ覧

選任者メモ覧

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

収納金の消込作業

システム機器
トラブル対応

システム機器
誤入力対応

徴収金管理

料金後納時の
対応

指定金融機関等へ
の徴収金払込

料金徴収

　熟知要点説明記載覧（契約者記載部分）

選任者メモ覧

選任者メモ覧

この様式は、例ですので、これにより難い場合は別の様式を用いることを妨げませ
ん。ただし選任者氏名は自署で、各選任者の写しであること。

札幌市への報告
(毎日・毎月等）

対市民接遇




